
建設分野若年者及び
女性に魅力ある職場づくり事業コース

人材確保等支援助成金

建設事業主、建設事業主団体等又は職業訓練法人
が魅力ある職場づくりにつながる取組や

広域的な職業訓練の推進活動を実施した場合、
実施に要した経費の一部が助成されます。

受給には最大１年間の事業年間計画を作成し、
届け出ることが必要です。

若年者及び女性に
魅力ある職場づくり事業

➊ 建設事業の役割や魅力
を伝え、理解を促進する
ための啓発活動等に関
する事業

➋ 技能の向上を図るための活動等に関する
事業

➌ 労働災害予防等のための労働安全管理の普
及等に関する事業

➍ 技能向上や雇用改善の取組についての奨励
に関する事業

➎ 雇用管理に関して必要な知識を習得させる
研修等の実施に関する事業（雇用管理研修/
職長研修）

➏ 雇用管理に関して必要な知識を習得させる
研修等の受講に関する事業
（事業団体/国/民間委託）

➐ 女性労働者の入職や定着の促進に関する
事業

事業実施期間は
最大１年間

助成額

支給上限額は200万円

一日3時間以上
受講した日が対象

助成額 生産性要件達成

中小建設
事業主

3/5 3/4

中小建設
事業主以外

9/20 3/5

研修等の受講 8,550円/日 10,550円/日

対象労働者
１人あたり

事業実施期間は最大１年間です

対象となる経費

支給対象
経費

基準 助成対象経費の範囲

講師謝金

部外講師
に限る

講師1人1日あたり

３０,７００円

までの実費相当額

講習等の講師の謝金
（事業主の役員及び社員以外の
講師）

コンサル
ティング料

実費相当額
社会保険労務士等に対する
コンサルティング料
（顧問料は含まない）

賃金 実費相当額

雇用管理研修等の受講に係る
賃金、短期間臨時に雇い入れる
アルバイト等の賃金
（本事業を実施するために専門
に雇い入れた場合に限る）

旅費

１人１日あたり

１８，０００円

までの実費相当額

勤務先（勤務先のない場合は自
宅）から目的地までの旅行に要
した鉄道賃（グリーン料金を除
く）、船賃（特１等を除く）、航空
賃（ファーストクラス・ビジネス
クラスを除く）、バス賃及びタク
シー代（公共交通機関を利用す
ることが困難又は合理的では
ない場合に限る）（いずれも事
業主の役員及び社員並びに学
生以外に係る分に限る）

バス等
借上料

１人あたり

９，０００円

までの実費相当額

バス等の借上げ料
（レンタカーを借り上げた場合
の燃料代を含む）

印刷製本費 実費相当額
ポスター、パンフレット、リーフ
レット等の印刷費

施設借上費 実費相当額
講習会等を実施する場合の会
場借上料
（設備の使用料を含む）

機械器具等
借上料

実費相当額
建設機械、機械器具及び各種用
具類の借上料

教材費 実費相当額 講習等に使用する教科書代等

厚生経費

１人あたり

１０，０００円

までの実費相当額

期間雇用労働者に対する健康
診断に係る診断料、技術者・技
能者や雇用改善に関する表彰
（事業主及び役員は除く）等に
要する表彰状代（紙筒代等を含
み、金券類や記念品、懇親会費
は含まない）

通信運搬費 実費相当額

郵便料、電信料、電話料、諸物
品の荷造り費及び送料
（運搬のためのレンタカー借上
料を含む）

会議費

１人あたり

１５０円

までの実費相当額

茶菓の代価
（事業主の役員及び社員以外に
係る分に限る）

受講参加料 実費相当額
講習会の受講料、入職内定者へ
の教育訓練の受講料、合同就職
説明会の参加料等

傷害保険料 実費相当額

学生等に対する現場見学会や
体験学習等の参加中に起きた
傷害に関する治療費等を補償
する保険料

その他助成
することが
必要と認め
られる経費

実費相当額


